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１．肝炎対策に係る近年の動き
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肝炎対策に係る近年の動き（その１）

対策

H13.3

H14.4

H16.12

H17.8

H19.1

H19.4

H20.1

・肝炎対策に関する有識者会議報告書

・Ｃ型肝炎等緊急総合対策の開始
肝炎ウイルス検査の開始
肝炎等克服緊急対策研究事業の創設

・Ｃ型肝炎ウイルス検査受診の呼びかけ
（フィブリノゲン製剤納入先医療機関名の公表について）

・Ｃ型肝炎対策等の一層の推進について
（Ｃ型肝炎対策等に関する専門家会議取りまとめ）

・都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドライン
（全国Ｃ型肝炎診療懇談会取りまとめ）

・肝疾患診療体制の整備開始

・Ｃ型肝炎救済特別措置法施行
・Ｃ型肝炎ウイルス検査受診の呼びかけ
（フィブリノゲン製剤納入先医療機関名の再公表について）
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肝炎対策に係る近年の動き（その２）

5

対策

H20.1

H20.4

H21.4

H22.1

H22.4

H23.5

＜緊急肝炎ウイルス検査事業の開始＞
・委託医療機関での検査を無料化

＜肝炎総合対策の開始＞
・インターフェロン治療に対する医療費助成の開始

・インターフェロン医療費助成の運用変更
①助成期間の延長（72週投与への対応）
②所得階層区分の認定に係る例外的取扱い

・肝炎対策基本法施行

・肝炎医療費助成の拡充
①自己負担限度額の引下げ
所得に応じ、1、3、5万円→原則1万円 （上位所得階層 2万円）

②B型肝炎の核酸アナログ製剤治療への助成開始
③インターフェロン治療に係る利用回数の制限緩和

・肝炎対策基本指針策定



２．肝炎対策基本法など
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肝炎対策基本法 (平成２１年法律第９７号）

基本的施策

肝炎対策基本指針策定

肝炎対策推進
協議会

関係行政機関

・肝炎対策に関し、基本理念を定め、

・国、地方公共団体、医療保険者、国民及び医師等の責務を明らかにし、

・肝炎対策の推進に関する指針の策定について定めるとともに、

・肝炎対策の基本となる事項を定めることにより、肝炎対策を総合的に推進。

厚
生
労
働
大
臣

策
定

肝炎対策基本指針

●公表

●少なくとも５年

ごとに検討

→必要に応じ変更

肝硬変・肝がんへの対応

●治療水準の向上
のための環境整備

●患者支援の在り
方について、医療
状況を勘案し、必
要に応じ検討

研究の推進

・ 医師その他の医療従事者の育成

・ 医療機関の整備

・ 肝炎患者の療養に係る経済的支援
・ 肝炎医療を受ける機会の確保
・ 肝炎医療に関する情報の収集提供体制

の整備 等

肝炎医療の均てん化の促進

・肝炎患者等を代表する者

・肝炎医療に従事する者

・学識経験のある者

・ 肝炎の予防の推進
・ 肝炎検査の質の向上 等

予防・早期発見の推進

肝炎対策を総合的に策定・実施

設置

意見

協議

資料提出等、
要請

実施に当たり

肝炎患者の
人権尊重

・
差別解消
に配慮
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肝炎対策基本法【基本理念】

（基本理念）
第二条 肝炎対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなけれ

ばならない。
一 肝炎に関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進するとと

もに、肝炎の予防、診断、治療等に係る技術の向上その他の研究
等の成果を普及し、活用し、及び発展させること。

二 何人もその居住する地域にかかわらず等しく肝炎に係る検査
（以下「肝炎検査」という。）を受けることができるようにする
こと。

三 肝炎ウイルスの感染者及び肝炎患者（以下「肝炎患者等」とい
う。）がその居住する地域にかかわらず等しく適切な肝炎に係る
医療（以下「肝炎医療」という。）を受けることができるように
すること。

四 前三号に係る施策を実施するに当たっては、肝炎患者等の人権
が尊重され、肝炎患者等であることを理由に差別されないように
配慮するものとすること。
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肝炎対策基本法【関係者の責務】①

（国の責務）
第三条 国は、前条の基本理念（次条において「基

本理念」という。）にのっとり、肝炎対策を総合
的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）
第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、肝

炎対策に関し、国との連携を図りつつ、その地域
の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務
を有する。
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肝炎対策基本法【関係者の責務】②

（医師等の責務）
第七条 医師その他の医療関係者は、国及び地方公

共団体が講ずる肝炎対策に協力し、肝炎の予防に
努めるとともに、肝炎患者等の置かれている状況
を深く認識し、良質かつ適切な肝炎医療を行うよ
う努めなければならない。



第１回 平成２２年０６月１７日 ヒアリング等
第２回 平成２２年０８月０２日 ヒアリング等
第３回 平成２２年０８月２６日 基本指針案の議論①
第４回 平成２２年１０月２５日 基本指針案の議論②
第５回 平成２３年０２月１０日 基本指針案の議論③、取りまとめ

肝炎対策推進協議会の開催状況等

開催実績

平成２３年５月１６日
肝炎対策基本指針の策定
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パブリックコメント【平成２３年２月２５日～３月２６日実施】



肝炎対策基本指針の概要

第１ 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向

第２ 肝炎の予防のための施策に関する事項

第３ 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項

第４ 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項

第５ 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項

第６ 肝炎に関する調査及び研究に関する事項

第７ 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項

第８ 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊

重に関する事項

第９ その他肝炎対策の推進に関する重要事項
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第１ 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向

○肝炎患者等を含む関係者が連携して対策を進めること。
○肝炎ウイルス検査の受検機会の提供及び受検勧奨が必
要であること。

○肝疾患診療体制の整備の促進及び抗ウイルス療法に対
する経済的支援に取り組むこと。

○肝炎医療を始めとする研究の総合的な推進が必要であ
ること。

○肝炎に関する正しい知識の普及が必要であること。
○肝炎患者等及びその家族等に対する相談支援や情報提
供の取組が必要であること。
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第２ 肝炎の予防のための施策に関する事項

○新規感染予防のための正しい知識の普及が必要で
あること。

○Ｂ型肝炎ワクチンについて、母子感染予防対策を
引き続き講じるとともに、水平感染防止の手段と
しての予防接種の在り方についての検討が必要で
あること。

（具体的取組）
・各施設における感染予防ガイドライン作成のた

めの研究及び当該成果を活用した普及啓発
・肝炎について正しい知識を深めるための普及啓

発 等
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第３ 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項

○全ての国民が、少なくとも一回は肝炎ウイルス検
査を受検することが可能な体制の整備及び受検勧
奨が必要であること。

（具体的取組）
・検査の受検率等を把握するための調査及び研究
の実施

・肝炎ウイルス検査の個別勧奨や出張型検診等の
実施 等

15



第４ 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項

○肝炎患者等を適切な肝炎医療に結びつける体制の
整備及び受診勧奨が必要であること。

（具体的取組）
・地域における診療連携の推進に資する研究
・検査後のフォローアップや受診勧奨等の支援を
行う人材の育成

・肝炎医療に関する制度等の情報を取りまとめた
手帳等の配布

等

16



第５ 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項

○新たな感染を防止し、肝炎医療の水準を向上させ
るための人材育成が重要であること。

（具体的取組）
・拠点病院等の指導的立場にある医療従事者に対
する研修 等
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第６ 肝炎に関する調査及び研究に関する事項

○これまでの研究実績の評価及び検証や、肝炎対策
を総合的に推進するための基盤となる研究等の実
施が必要であること。

（具体的取組）
・過去の研究の評価及び検証
・肝炎研究分野における若手研究者の育成
・肝炎対策の推進に資することを目的とした行政

的な研究（感染予防ガイドラインの作成、差別
偏見の被害防止のためのガイドラインの作成等）

・研究結果の分かりやすい公表 等
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第７ 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項

○肝炎医療に係る医薬品等の研究開発、審査の迅速
化等が必要であること。

（具体的取組）
・肝炎医療の水準向上等に資する新医薬品の開発
等に係る研究促進 等
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第８ 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等
の人権の尊重に関する事項

○肝炎ウイルス検査の受検勧奨、新規感染の予防、
肝炎患者等に対する不当な差別を防ぐこと等の
ための普及啓発が必要であること。

（具体的取組）
・日本肝炎デーの設定
・肝炎ウイルス感染者に対する偏見や差別の実態
を把握し、その被害防止に資するガイドライン
作成のための研究 等
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第９ その他肝炎対策の推進に関する重要事項

○肝炎患者等及びその家族に対する支援の強化・充実が必要
であること。

○肝硬変及び肝がん患者に対する更なる支援を行うこと。
（具体的取組）
・肝硬変及び肝がん患者に対する肝炎医療や生活実態等に
関する現状を把握するための調査研究 等

○都道府県においては、法の趣旨に基づき肝炎対策を推進す
るための計画を策定する等、地域の実情に応じた肝炎対策
を講じるための体制構築等が望まれること。

○国民においては、肝炎ウイルス検査の受検や正しい知識に
基づく適切な対応が求められること。

○国等の取組について定期的に調査・評価を行い、必要に応
じた指針の見直し、取組に係る定期的な報告を行うこと。
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３．肝炎総合対策
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平成２３年度予算
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元気な日本復活特別枠で確保した事業費分の再掲
（合計４０億円）

◎ 国民生活の安定・安全の推進など、元気な日本を復活させるための施策に予算
の重点配分を行う仕組みとして「元気な日本復活特別枠」を設定
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（１）肝炎治療促進のための環境整
備
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適切な治療を受けて
いない理由

必 要 な 取 組

肝炎患者・感染者で
あることを知らない

・検査の受検勧奨の強化
・検査事業の委託医療機関の増加
【特】出張型検診の実施
【特】肝炎ウイルス検診の個別勧奨 等

肝炎患者・感染者で
あることを知っている

通院していない ・治療の必要性等に関する正しい知識の普及
・受療勧奨の強化
【特】肝炎患者支援手帳の作成、配布

【特】地域肝炎治療コーディネーターの養成 等

通院している ・相談センターや地域医療機関等に係る情報提供の強化

・肝疾患診療ネットワーク構築等、肝疾患診療連携拠点

病院の活動充実 等

肝炎治療に適した医
療機関へアクセスで
きていない。

医師からＩＦＮ治療等を勧
められているが、IFN治療
等を受けていない

地域の診療体制が
できており、治療に
適した医療機関に
通院中

・相談センターにおける広報強化
・相談員の研修の充実など、相談体制の強化
・事業主等へ従業員の肝炎治療に対する配慮を要請す
る等

不安や多忙が主因である場合

・医療費助成制度の更なる
周知徹底 等

経済的負担が主因である場合

インターフェロン治療等をはじめとする肝炎の
早期・適切な治療の一層の促進
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実 施 主 体 都道府県

対 象 者 Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎患者

対 象 医 療
・ Ｂ型・Ｃ型肝炎の根治を目的としたインターフェロン治療

・ Ｂ型肝炎の核酸アナログ製剤治療

自 己 負 担

限 度 月 額

原則１万円

（ただし、上位所得階層については２万円）

財 源 負 担 国：地方＝１：１

23年度予算 １５１億円

総 事 業 費 ３０２億円

肝炎治療促進のための環境整備 152億円（180億円）

肝炎治療特別促進事業（医療費助成） 151億円（180億円）

Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎に対するインターフェロン治療及び
核酸アナログ製剤治療への医療費助成を行う。
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Ｈ２０：助成期間は、原則１年間。

Ｈ２０：自己負担限度額決定のための所得階層区分認定は、申請者の
住民票上の｢世帯｣全員の市町村民税課税額の合計による。

29

１．投与期間の延長について（７２週投与）

２．所得階層区分認定の例外的取扱いについて

Ｈ２１：一定の条件を満たし、医師がペグインターフェロン及び
リバビリン併用療法の延長投与（７２週投与）が必要と
認める患者について、助成期間の延長を認める。

Ｈ２１：住民票上の｢世帯｣を原則としつつも、税制上・医療保険上
の扶養関係にない者については、例外的な取扱い（課税額
合算対象から除外）を認める。



１．自己負担限度額の引下げ

２．助成対象医療の拡大

３．制度利用回数の制限緩和

Ｈ２１：所得に応じ、１、３、５万円の自己負担限度月額

Ｈ２２：原則１万円（上位所得階層２万円）
※上位所得階層＝ 市町村民税課税年額が23万5千円以上の世帯 （Ｈ20年度実績で約2割の者が該当）

Ｈ２１：インターフェロン治療のみ助成対象

Ｈ２１：インターフェロン治療に係る制度利用は、１人につき１回のみ

Ｈ２２：Ｂ型肝炎の核酸アナログ製剤治療を助成対象に追加

Ｈ２２：医学的にインターフェロン再治療の効果が高いと認められる

一定条件を満たす者について、２回目の利用を認める。
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肝炎治療特別促進事業の予算及び交付決定額
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（単位：件）

年度区分 ２０年度 ２１年度 ２２年度

治療区分 上半期 下半期 計 上半期 下半期 計
上半期
※

下半期 計

インターフェ
ロン治療

26,500 18,231 44,731 14,572 12,022 26,594 15,690 － －

核酸アナログ
製剤治療

27,679 － －

計 26,500 18,231 44,731 14,572 12,022 26,594 43,369 － －

※ ２２年度上半期は、暫定値であり、変更の可能性がある。



【特】 地域肝炎治療コーディネーターの養成 ０．７億円

市町村の保健師等に対して、Ｂ型・Ｃ型肝炎に関する既存制度
の知識などを習得させ、肝炎患者等が適切な治療を受け
られるようコーディネートができる者を養成する。

【特】肝炎患者支援手帳の作成・配布 ０．５億円

Ｂ型・Ｃ型肝炎患者等に対して、肝炎の病態、治療方法に関す
る制度等を記載した「肝炎患者支援手帳」を作成・配布し、今後
の適切な治療を促進する。
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（２）肝炎ウイルス検査の促進
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肝炎ウイルス検査の促進 55億円（ 26億円）

● 保健所における肝炎ウイルス検査の受診勧奨と検査体制の整備
（特定感染症検査等事業）

・検査未受診者の解消を図るため、医療機関委託など利便性に配慮し
た検査体制を整備。

※ 緊急肝炎ウイルス検査事業の延長

【特】特定感染症検査等事業における出張型検診の実施 １億円

都道府県等が、保健所や委託医療機関で実施している肝炎ウイルス検査につい

て、出張型の検査も実施することで、検査のより一層の促進を図る。

● 市町村における肝炎ウイルス検診等の実施（健康増進事業）

【特】肝炎ウイルス検診への個別勧奨メニューの追加 ３２．３億円

４０歳以上５歳刻みの者を対象として、無料で検査を受けることが可能な個別
勧奨メニューを追加し、検査未受検者への受検促進の一層の強化を図る。
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○特定感染症検査等事業による肝炎ウイルス検査
（実施主体：都道府県、保健所設置市、特別区）

・平成１４年度～ 保健所での検査を開始

・平成１９年度～ 委託医療機関での検査を開始

・平成２０年１月～ 委託医療機関での検査について、無料化が可能
となるように措置

○老人保健事業・健康増進事業による肝炎ウイルス検診等

（実施主体：市町村）

・平成１４年度～ 老人保健法に基づく保健事業

・平成２０年度～ 健康増進法に基づく健康増進事業
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実施年度
Ｂ型肝炎ウイルス検査

受診者（人）
Ｃ型肝炎ウイルス検査

受診者（人）

14 １，８０５ ２，３２２

15 １，９４２ ２，９９８

16 ４，８５５ ６，９１８

17 ３，４９５ ３，５４６

18 ２１，３３１ １５，１４９

19 １７９，４４５ １８１，６９７

20 ４５６，７２７ ４５６，９２６

21 ３５５，７２５ ３５９，１０９

（※） 14～18年度 結核感染症課調べ 19～20年度 肝炎対策推進室調べ



38

実施年度 受診者数（人） 感染者数（人） 感染率（％）
14 1,923,480 31,393 1.6 
15 1,830,270 23,491 1.3 
16 1,618,751 16,831 1.0 
17 1,527,813 13,976 0.9 
18 1,734,195 14,259 0.8 
19 1,024,371 8,412 0.8 
20 692,483 6,998 1.0 
21 640,248 5,708 0.9 

（※） 14～19年度 老人保健事業の実績（老人保健課調べ） 20～21年度 健康増進事業の実績（地域保健･健康増進事業報告）

Ｃ型肝炎ウイルス検診

実施年度 受診者数（人） 感染者数数（人） 感染率（％）
14 1,923,113 24,430 1.3
15 1,849,125 22,520 1.2

16 1,635,934 18,754 1.1

17 1,546,823 17,130 1.1

18 1,749,592 18,149 1.0 
19 1,028,639 10,388 1.0 
20 693,710 6,992 1.0 
21 643,658 7,582 1.2 

Ｂ型肝炎ウイルス検診



（３）肝疾患診療体制の整備、
相談体制の整備など
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肝疾患診療体制の整備、医師等に対する研修、
相談体制整備などの患者支援 等 ７億円（ ８億円）

● 診療体制の整備

・都道府県においては、中核医療施設として「肝疾患診療連携拠点病院」を
整備し、患者、キャリア等からの相談等に対応する体制（相談センター）
を整備。

● 肝硬変・肝がん患者に対する心身両面のケア、医師に対する
研修の実施

・肝疾患診療連携拠点病院においては、肝疾患相談センターで肝硬変・肝がん
患者を含めた患者、家族等に対する心身両面のケアを行うとともに、医師等
の医療従事者に対する研修等を実施。

・肝炎情報センターにおいては、肝疾患に関する各種の情報提供、拠点病院の
医療従事者に対する研修、その他の支援を実施。

40



肝疾患診療連携拠点病院

【都道府県に原則１カ所】

４７都道府県70施設
（平成23年4月1日現在）

※ 都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドラインより

① 肝疾患に係る一般的な医療情報の提供

② 都道府県内の医療機関等に関する情報の収集や提供

③ 医療従事者や地域住民を対象とした研修会や講演会の開催や肝疾患

に関する情報支援

④ 肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設定
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都道府県における肝炎診療に関する
診療ネットワーク(イメージ図)

肝疾患診療に関する医療機関に求められる役割

【専門医療機関】
（２次医療圏に１カ所以上）

【肝疾患診療連携拠点病院】
（都道府県に原則１カ所）

① 肝疾患に係る一般的な医療情報の提供

② 都道府県内の医療機関等に関する情報の収集や提供

③ 医療従事者や地域住民と対象とした

研修会・講演会の開催や肝疾患に関する情報支援

④ 肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設定

① 専門的な知識を持つ医師による診断と治療方針の決定

② インターフェロンなどの抗ウイルス療法

③ 肝がんの高危険群の同定と早期診断

※ 都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドラインより



③研修機能

肝疾患診療連携拠点病院等の医療従事者
に対する研修の企画・立案・推進

DRDR
DR

NSNS
NS

肝炎情報センター

一般住民医療機関

医療機関
一般住民

①インターネット等による最新情報提供

肝疾患医療に関する診療ガイドライン、肝炎
診療をめぐる国内外の情報

②拠点病院間情報共有支援

肝疾患診療連携拠点病院で構成する
協議会組織の事務局機能を担うなど
拠点病院間の情報共有

拠点病院によるネットワーク

支
援

医療機関

医療機関

医療機関

医療機関

肝炎情報センターの役割
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（４）国民に対する正しい知識の
普及啓発
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肝炎患者等支援対策事業(普及啓発部分) ０．９億円（１．８億

円）

○ 自治体の普及啓発活動に対する補助事業

・ シンポジウム開催、ポスター作成、新聞・中吊り広告 等

【特】肝炎検査受検状況実態把握事業 １億円

・ 肝炎ウイルス検査のさらなる受検促進を図るため、年齢や性別等の属性や、

検査の受検状況等に関する実態把握を行う。

◎ 教育、職場、地域あらゆる方面への正しい知識の普及啓発
肝炎に関する正しい知識を国民各層に知っていただき、肝炎ウイルスの感染

予防に資するとともに、患者・感染者の方々がいわれのない差別を受けること
のないよう、普及啓発に努めている。

国民に対する正しい知識の普及啓発 ２億円（２億円）
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平成２１年度において、厚生労働省が募集・作成した治療体験談
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（５）研究の推進
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研究の推進 ２１億円（ ２０億円）

・肝炎等克服緊急対策研究事業 １６億円（ ２０億円）

「肝炎研究７カ年戦略」を踏まえ、肝疾患の新たな治療法等の
研究開発を推進する。

【特】健康長寿社会実現のための ５億円
ライフ・イノベーションプロジェクト（肝炎分）

肝炎感染予防ガイドラインの策定等、肝炎総合対策を推進するた
めの基盤づくりに資する行政的研究を実施する。
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新規重点課題
・Ｂ型肝炎：

逆転写酵素阻害剤に対する耐性ウイルスの機序解明 等

・Ｃ型肝炎：

インターフェロン副作用の少ない治療法・治療薬開発 等

・肝硬変：

再生医療を利用した根治治療の開発 等

・肝がん：

集学的治療等新規治療法の開発 等

・基礎：

肝炎ウイルス感染後の病態進行過程の解明 等

・疫学：

全国規模の肝炎感染者の実態解明 等

戦略目標
今後７年間で、

・Ｂ型肝炎の臨床的
治癒率

約30％→40％

・難治性Ｃ型肝炎の
根治率

約50％→70％

・非代償性肝硬変の
５年生存率

約25％→50％（Ｂ型）
約25％→35％（Ｃ型）

・進行肝がんの
５年生存率

約25％→40％

研究の進捗状況を３年後に評価し、
見直した上で必要な措置を講ずる 23年度に中間評価

肝炎研究７カ年戦略
（肝炎治療戦略会議取りまとめ（平成２０年６月））



肝炎対策の推進に関する基本的な指針 第６（２）ウ

（ア）日常生活上の感染予防の留意点を取りまとめた啓発用の資材や、集団生活
が営まれる各施設における感染予防ガイドライン等を作成するための研究

（イ）医療機関において手術前等に行われる肝炎ウイルス検査の結果の説明状況
等について、実態を把握するための研究

（ウ）地域における診療連携の推進に資する研究

（エ）職域における肝炎患者等に対する望ましい配慮の在り方に関する研究

（オ）具体的な施策の目標設定に資する肝炎、肝硬変及び肝がん等の病態別の実
態を把握するための調査研究

（カ）肝炎患者等に対する偏見や差別の実態を把握し、その被害の防止のための
ガイドラインを作成するための研究

（キ）その他肝炎対策の推進に資する研究

行政的な研究の課題



４．おわりに
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・一度も肝炎ウイルス検査を受けたことがない方へ、

検査を勧奨してください。

・一般の開業医の方々へ、肝炎治療に関する最新情

報を提供してください。

・インターフェロン治療、核酸アナログ製剤治療に

係る医療費助成制度のことを肝炎患者等に周知し

てください。

・各都道府県の専門医療機関やかかりつけ医をネッ

トワーク化し、診療連携を強化してください。

本日ご参加の皆様へのお願いです。

お わ り に


